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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
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計か らもたらされる計数的な経営情報の目的適合性が喪失 したと言われているなかで、 この研究で
は、各時代の経営管理 目的との結びつきに着目して、管理会計制度の有効性を分析 している点に、
その大 きな特徴が見られる。
論文は3部 から構成される。第1部 では標準原価計算制度、第2部 では事業部制計算制度が検討
されているが、それぞれは、日本電気における実践例を踏まえつつ、それが世の標準原価計算論 ・







































































単に時価に着 目するのみではな:く、当該事業部の利用土地が事業部固有の経営活動に対 して持 っ





によって評価 される。同時に、事業部収支予算を作成 して、事業部における投資プロジェク トの
執行 プロセスと利益による投下資本回収のプロセスを計数的に管理す る方式が採られている。こ
の点に着 目して、同氏は、 日本企業に多いと言われる資本回収概念による経営思考が、事業部制




































境の急速な変化 と事業部制のような階層的な管理組織 とい う条件のもとでこそ有効に成 り立つこと














行論における一層の洗練を望まれるところが散見される。 しか し、そ うした点を考え合わせても、
本論文に見られる着想の独自性と、そこに現われた堅実な分析力は、十分に評価に値するものであ
り、同氏が自立 した研究者として必要な高度の能力を有 していることを示している。
以上審査 した ところにより、本論文は経済学博士論文 として合格と判定する。
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